
























































































































































































































































































































































































































































































































か と い う 点 で あ る。結 果 は、「自 宅 へ 帰 る」17 名
（53.1％）、「学校へ行く」15名（46.9％）となった（表
⚖）。直接確率計算を行ったところ、p ＝ 0.86となり、
有意な差は認められなかった。本事例のような状況下で
の「自宅へ帰る」もしくは「学校へ行く」の判断は拮抗
しているといえる。
それぞれの選択の理由は以下のとおりとなった。「自
宅へ帰る」に関しては、「⚗時の場合は自宅待機なので、
⚑回自宅に帰る」、「自宅待機になると思うから」、「⚗時
以降だから。一旦自宅へ戻る」というように、臨時休業
基準の規定を踏まえて判断した例があった。さらに、
「電車に乗って、間がないため、すぐに引き返して家に
帰る方が早いため」、「学校に帰る時間よりも短いと思っ
たから」というように、学校までの距離と家までの距離
を比較して判断した例もあった。一方、「学校へ行く」
に関しては、「⚗時には出ていなかったので、行くだけ
行って先生と相談する」、「⚗時過ぎてから警報出ても意
味ないから」、「⚗時までに警報になっていなかったた
め、臨時休業にはならないから」というように、臨時休
業基準を字義通り解釈して判断した例もあった。
Ｘ市立Ｙ高校の臨時休業基準では「⚗時の時点」で警
報の発表が確認された場合に臨時休業となる。「⚕ ⚗
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表⚖ ⚗時より後に警報が発表された事例
項目 数 割合
自宅へ帰る 17 53.1％
学校へ行く 15 46.9％
n ＝ 32
時より前に警報が発表された事例」のように⚖時55分に
発表された場合、通常⚗時まで継続すると想定できるた
め、臨時休業基準の規定通りに判断できるといえる。一
方、⚗時05分に発表され、⚗時の時点では発表されてい
なかった場合には、どのように対応すべきかに関して、
本事例では取り扱った。生徒の判断は、臨時休業基準を
字義通りに解釈し、⚗時の時点で警報が発表されていな
い場合は臨時休業ではないため、学校へ行くというもの
があった。「⚕ ⚗時より前に警報が発表された事例」
と本事例では、いずれも既に家を出ている場合を想定し
ているものの、明らかに異なる結果を示している。その
ため、警報の発表が⚗時より前であろうと後であろう
と、登校中に警報の発表に気付いた場合の対応を臨時休
業基準に規定する必要がある。まず、⚗時より後に警報
が発表された場合も自宅待機とする旨の規定が必要であ
る。その上で、既に家を出ている生徒に対する規定とし
て、「⚕ ⚗時より前に警報が発表された事例」と同様
に、通学途上で警報の発表に気付いた場合は、自宅又は
学校のうち安全に行くことのできる場所へ向かうものと
する旨の規定を検討する必要がある。そして、このよう
な事態が生じた場合に学校のホームページやメール等で
改めて情報提供することも求められる。
Ⅳ おわりに
本研究は、生徒の視点から臨時休業基準の規定に関し
て探索的に検討を行った。臨時休業基準は警報の発表時
における学校の対応の指針として、生徒が読んで理解で
きるものでなければならず、必要事項を簡潔明瞭に記載
することが求められる。学校の内規であれば何通りかの
解釈があったとしても、校長の責任によって一つの選択
肢に決定することができる。しかしながら、臨時休業基
準のように生徒が読んで自ら判断する必要に迫られる可
能性のあるものは、何通りかの解釈があってはならな
い。生徒に大人と同様の注意義務を課すことはできない
のであり、生徒自身に判断を委ねることは避けるべきで
あろう。
本研究では生徒がどのように判断するかを踏まえ、
「大雪警報が発表されている事例」で学校周辺において
発表される警報に関する規定、「鉄道が運休している事
例」で気象状況によって鉄道が運休した場合に関する規
定、「別の高校に通う兄の事例」で近隣の学校の規定と
の整合性、「警報が発表されているＺ市での部活動の事
例」で休日に関する規定や他市での警報発表に関する規
定、「⚗時より前に警報が発表された事例」及び「⚗時
より後に警報が発表された事例」で通学途上での警報発
表に気付いた場合の規定について、考えられる改善策に
論及した。各学校はこれらを踏まえるとともに、学校の
「実情」に応じて、臨時休業基準を作成する必要がある。
しかしながら、本研究で得られた知見は少数の高校生
を対象とする調査結果に基づいている。そのため、他の
高校生を対象とする調査を行った場合、本研究とは異な
る結果になることが予想される。この点に関する検討も
含めて今後の課題としたい。
注
1）学校教育法施行規則第63条
「非常変災その他急迫の事情があるときは、校長は、臨
時に授業を行わないことができる。この場合において、
公立小学校についてはこの旨を当該学校を設置する地方
公共団体の教育委員会（公立大学法人の設置する小学校
にあつては、当該公立大学法人の理事長）に報告しなけ
ればならない」
2）気象庁が発表する大雨警報、洪水警報、暴風警報、暴風
雪警報、大雪警報、波浪警報、高潮警報を指すものとす
る。
3）例えば、午前10時に大雨警報が発表中の場合は臨時休業
とするというように、臨時休業となる場合に関して、ど
のような警報が何時にどこに発表されるかを示したも
の。
4）学校保健安全法第29条
「学校においては、児童生徒等の安全の確保を図るため、
当該学校の実情に応じて、危険等発生時において当該学
校の職員がとるべき措置の具体的内容及び手順を定めた
対処要領を作成するものとする」
5）「防災ジュニアリーダー合宿」はＡ県教育委員会の主催
により、例年、夏休みに⚒泊⚓日で実施され、県内から
中学生及び高校生の代表が参加している。その実施要項
の趣旨には「高校生等防災リーダーを育成し、支援者と
しての視点から安全で安心な社会づくりに貢献する意識
を高める教育を推進する」とある。
6）生徒が臨時休業基準をどのように理解し判断しているか
を明らかにするためには、全国規模での抽出調査を行う
必要がある。しかしながら、その前段階として、防災へ
の関心の高い生徒を対象とする調査を行うことは、その
後の研究の方向性を考える上でも有効であると考えら
れ、防災への関心の高い生徒が集う場である「防災ジュ
ニアリーダー合宿」における調査を実施した。
7）小川・當山（2019a）が指摘する、警報の捉え方に関し
て「大雪警報が発表されている事例」、交通機関に関し
て「鉄道が運休している事例」、近隣校との均衡に関し
て「別の高校に通う兄の事例」、通学区域に関して「警
報が発表されているＺ市での部活動の事例」、通学区域
及び情報伝達に関して「⚗時より前に警報が発表された
事例」及び「⚗時より後に警報が発表された事例」を作
成した。
8）なお、上告審（最高裁判所第一小法廷2019（令和元）年
10月10日判決）において、学校側の事前防災が不十分で
あったとして、市と県に損害賠償を命じた仙台高等裁判
所判決が確定した。
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